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�愛媛県告示第１０８８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

�愛媛県告示第１０８６号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８７号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第１１条の３第１項の規定により、指定市町村事務受託法人から次のとおり受託事務を行う事

務所の所在地を変更する旨の届出があった。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

指定市町村事務受託法人 受託事務を行う事務所

受託事務の種類

居 宅
サービス
等の提供
の 有 無

変 更
年 月 日

名 称 主たる事務所の
所 在 地 代表者の氏名 名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

ＮＰＯ法人ＢＬＵ
Ｅ

伊予市米湊１１９４番
地１ 西 岡 賢 尚 伊予市介護認定調

査所
伊予市米湊１２１２番
地５

伊予市米湊１１９４番
地１

介護保険法第２４条
の２第１項第２号
に規定する事務

なし 令和３年
９月１日

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

愛媛県環境放射線監視テレ
メータシステム構築・運用
保守業務 一式

愛媛県県民環境部防災
局原子力安全対策課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和３年８月５日
株式会社日立製作所
四国支社
香川県高松市紺屋町９番
地６

３２８，９００，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による。

毎週（火・金）曜日発行 第２３８号 令和３年９月３日

令和３年９月３日金曜日 第２３８号



愛 媛 県 報令和３年９月３日 第２３８号

１０９４

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイレックス松山堀江店

松山市堀江町甲８０５番１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 多田 高志

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 多田 高志

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和４年４月２１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，６７０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

７０台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

１２０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１８立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和３年８月２０日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦

覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１０８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

松山市平田町地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同

条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のと

おり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・王神地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

令和３年９月６日から１０月５まで

３ 縦覧場所

松山市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１０９０号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市城川町高野子４３３４

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西予

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０９１号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市宇和町瀬戸９６６



愛 媛 県 報令和３年９月３日 第２３８号

１０９５

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西予

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０９２号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市宇和町明間１２８の３、１２９

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

宇和町明間１２８の３・１２９（以上２筆について、次の図に示

す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０９３号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

八幡浜市保内町宮内８番耕地３１９の２１

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

八幡浜市保内町宮内８番耕地３１９の２１

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１０９４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定したいので、同法第１７条第１項の規定によ

り、その都市計画の案を愛媛県庁及び愛南町役場において告示の日

から２週間公衆の縦覧に供する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

愛南都市計画道路

１・５・１ 一本松内海線

２ 都市計画を定める土地の区域

南宇和郡愛南町小山、中川、満倉、城辺甲、城辺乙、御荘長月、

御荘平城、御荘和口、御荘長洲、御荘平山、御荘菊川、柏の各一

部

�������
�愛媛県告示第１０９５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を決定したいので、同法第１７条第１項の規定によ

り、その都市計画の案を愛媛県庁及び愛南町役場において告示の日

から２週間公衆の縦覧に供する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

愛南都市計画道路

３・６・２ 城辺インター連絡線

２ 都市計画を定める土地の区域

南宇和郡愛南町城辺甲の一部

�������
�愛媛県告示第１０９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び愛南町役場において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

南予レクリエーション都市計画公
園５・８・７第７号南予レクリエ
ーション都市公園

愛南都市計画公園５・６・７第７
号南予レクリエーション都市公園

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 南宇和郡愛南町御荘平城の一部
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１０９６
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公 告

�������
�愛媛県告示第１０９８号
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

４２年法律第１４９号）第３５条の６第１項の規定により、次のとおり液

化石油ガス販売事業者を認定した。

令和３年９月３日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土砂災害情報相互通報システム改修業務

� 委託業務名及び数量

土砂災害情報相互通報システム改修 一式

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結日の翌日から令和４年３月３１日

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用登録を行っていない入札参

加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

�愛媛県告示第１０９７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０９９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和３年９月３日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３０）第１５１０８号 平成３０年
８月１１日 芸予マリン� 矢野奈津枝 西条市周布６８０－１ 令和３年

７月１日
土木工事業
とび・土工工事業業
しゅんせつ工事業

建設業の廃止

（般－２９）第１０６１４号 平成２９年
９月８日 �中央ステンレス 上浜 大 四国中央市川滝町下山２０

０９－１
令和３年
７月１２日 解体工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２）第５１４５号 令和２年
４月４日 河原田水道工業 河原田 豊 今治市菊間町池原１０８１ 令和３年

７月１４日

土木工事業、管工事業
さく井工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

（特－２）第６７６０号 令和２年
９月８日 重松土建� 重松 秀貴 今治市吉海町泊５００－２ 令和３年

７月１４日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２９）第２００２号 平成２９年
１１月２日 �玉置建設 玉置 仁司 西条市楠甲７８０ 令和３年

７月２６日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

（特－１）第９３１号 令和２年
２月８日 �星川工務店 星川 邦弘 四国中央市寒川町３１４６ 令和３年

７月２９日

土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
造園工事業
水道施設工事業
解体工事業

建設業の廃止

（般－２８）第１５１４７号 平成２８年
１０月２７日 三島森林� 山下 直樹 四国中央市具定町４６５－

５
令和３年
７月２９日

土木工事業
造園工事業 建設業の廃止

氏名又は名称 代表者の氏名 住 所 認 定
年 月 日

有限会社長瀬商
店 長 瀬 善 宣 宇和島市弁天町一丁目７

番５号
令和３年
８月２０日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人 松野町社会福祉協議会 松野町社会福祉協議会 愛媛県北宇和郡松野町大字松丸１６６１番
地１３ 令和３年６月３０日 訪問介護
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額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 一般競争入札に参加する資格として、「特定調達参加希望」

の登録をしている者であること。

� 行政機関の防災情報の提供設備や処理設備の設計・構築・改

修の実績及びクラウドを活用したシステム構築・改修業務の実

績があること。なお、当該実績にかかる業務の全部を一括して、

又は主たる部分を第三者に請負わせたものは、実績としては認

めない。

� 本業務で「管理技術者」として配置する予定の技術者が、行

政機関（気象庁、国、県等）の防災情報の提供設備や処理設備

の設計・構築・改修、クラウドを活用したシステム構築・改修

に関する業務の従事経験があることを証明したものであること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県土木部河川港湾局砂防課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７００

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、令和３年１０月１３日（水）から同月

１５日（金）までの電子入札システムの稼働時間中（愛媛県の

休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条第１

項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）以外の

日の午前９時から午後８時まで（最終日は午後５時まで）を

いう。以下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、令和３年１０月１３日（水）から同月１５

日（金）までの受付期間中（県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所
に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、令和３年１０月１５日

（金）午後５時までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年１０月１８日（月）午前１０時

愛媛県庁第二別館５階入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を

知事に提出し入札参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 入札参加申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、令和３年９月３日（金）から９

月２７日（月）までの電子入札システム稼働期間中に提出す

ること。

� 紙入札による場合は、令和３年９月３日（金）から９月

２７日（月）までの受付期間中に３�に掲げる場所へ持参又
は郵送により提出すること。

イ 郵送等による入札参加申請書の取扱い

郵送等により入札参加申請書を提出する場合は、令和３年

９月２７日（月）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着の
こと。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を確実に遂行できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作

成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入

札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Improvement of the Ehime Sediment related disaster

information system，１ set

� Time limit of tender：５：００ p．m．，１５ October２０２１

� For further information，please contact： Erosion and

S e d im e n t C o n t r o l D i v i s i o n， R i v e r a n d H a r b o r

Subdepartment，Public Works Department，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７００
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県河川・砂防情報システム改修業務

� 委託業務名及び数量
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愛媛県河川・砂防情報システム改修 一式

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結日の翌日から令和４年２月２８日

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用登録を行っていない入札参

加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 一般競争入札に参加する資格として、「特定調達参加希望」

の登録をしている者であること。

� 行政機関の防災情報の提供設備や処理設備の設計・構築・改

修の実績があること。なお、当該実績にかかる業務の全部を一

括して、又は主たる部分を第三者に請負わせたものは、実績と

しては認めない。

� 本業務で「管理技術者」として配置する予定の技術者が、河

川または砂防分野の通信工（情報提供設備、情報処理設備、又

は観測設備）の施工に関する従事経験があることを証明したも

のであること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県土木部河川港湾局砂防課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７００

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、令和３年１０月１３日（水）から同月

１５日（金）までの電子入札システムの稼働時間中（愛媛県の

休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条第１

項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）以外の

日の午前９時から午後８時まで（最終日は午後５時まで）を

いう。以下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、令和３年１０月１３日（水）から同月１５

日（金）までの受付期間中（県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�に掲げる場所
に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものに限る。以下同じ。）により提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、令和３年１０月１５日

（金）午後５時までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年１０月１８日（月）午前１０時

愛媛県庁第二別館５階入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を

知事に提出し入札参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 入札参加申請書の受領期限

� 電子入札による場合は、令和３年９月３日（金）から９

月２７日（月）までの電子入札システム稼働期間中に提出す

ること。

� 紙入札による場合は、令和３年９月３日（金）から９月

２７日（月）までの受付期間中に３�に掲げる場所へ持参又
は郵送により提出すること。

イ 郵送等による入札参加申請書の取扱い

郵送等により入札参加申請書を提出する場合は、令和３年

９月２７日（月）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着の
こと。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を確実に遂行できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作

成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入

札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：
Improvement of the Ehime River and Sabo information

system，１ set

� Time limit of tender：５：００ p．m．，１５ October２０２１

� For further information，please contact： Erosion and

S e d im e n t C o n t r o l D i v i s i o n， R i v e r a n d H a r b o r
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Subdepartment，Public Works Department，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７００
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年９月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

ゲルマニウム半導体検出器の購入

� 購入物品名及び数量

ゲルマニウム半導体検出器 一式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和４年３月１８日（金）

� 納入場所

愛媛県立衛生環境研究所 １階 放射能測定室及び放射能前

処理室

（愛媛県東温市見奈良１５４５番４）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

令和３年１０月１４日（木）午前９時から同月１５日（金）午前９

時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年１０月１５日（金）午前１０時００分

愛媛県庁第二別館５階 入札室

本案件は国の交付金事業であり、交付決定がなされることを

条件として入札を実施するものであるため、交付決定の状況に

より開札日を延期又は中止することがある。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和３年１０月８日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条か

ら第１５４条までの規定による。

イ 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

ウ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

High―Purity germanium semiconductor detector，２ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，１５ October２０２１

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury
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